別紙１
デジタルポイント活用推進計画　審査方法
１　実施方法
　　計画の審査は原則として書面審査にて行い、具体的な審査方法は、下記のとおりとする。

２　新規に申請された推進計画の審査

（１）審査手順

①推進計画について、別紙２「審査項目」の各項目を採点評価する。

②採点評価を集計し、順位の高い計画から予算の範囲内において認定を行う。

③同点の計画がある場合は、内容を比較検討の上、より優先順位が高いと判断された計画から順に認定する。

（２）審査基準

①別紙２「審査票」の各項目について、次の基準により採点評価を行う。

「３」：項目の内容を十分に満たしており、内容が特に優れている。

「２」：項目の内容を十分に満たしている。

「１」：項目の内容に疑問点・不安点がある。

　　「０」：項目の内容を満たしていない。

②各項目の評価点を合計し、点数が高い順に優先順位が高い計画とする。ただし、評価点の合計が４点に満たない計画は不認定とし、４点以上８点未満の計画については、内容の是正を求め、計画が修正された場合に限り認定する。

３　推進計画の変更に係る審査

　　別紙２「審査項目」の各項目を勘案し、計画変更が適切であるかを総合的に判断する。

別紙２
デジタルポイント活用推進計画　審査項目
１　県施策との整合性
	内　　容
	評価点

	（１）県が普及を推進するデジタル身分証アプリの機能を十分に活かし、住民の利便性を高める取組内容となっているか。
（２）業務の効率化や行政コストの低減につながる内容となっているか。
	０・１・２・３


２　事業内容の妥当性
	内　　容
	評価点

	（１）計画が具体的で、デジタルポイントの活用により、域内消費の拡大を通じた経済活性化と地域のデジタル化に資する内容となっているか。
（２）住民への十分な告知やデジタルデバイド対策等、デジタル身分証アプリの普及に必要な取組が検討・計画されているか。
（３）地域の特徴（産業構造、年齢別人口、県事業によるデジタル身分証アプリの普及状況等）を考慮した、実情に適した事業計画となっているか。
	０・１・２・３


３　目標達成の可能性
	内　　容
	評価点

	（１）デジタル身分証アプリ（または、独自のポイントアプリ）の普及率について、事業計画と整合性が取れた適切な目標値が設定されているか。
（２）グループ構成員の役割分担やポイント事業の運営スキーム（発行・精算等）が具体的で、事業を効果的に実施できる体制が構築されているか。
（３）ポイント事業や類似の商品券事業に関する知見を有する構成員がいるか。あるいは、知見を有する者の助言や支援を受けられる体制となっているか。
	０・１・２・３


４　事業の成長性及び継続性
	内　　容
	評価点

	（１）推進計画の完了後もデジタルポイントを継続的に活用することが計画・検討されているか。
（２）一律のポイント発行に留まらず、住民の行動変容等につながる様々な事業にデジタルポイントを活用することが計画・検討されているか。
（３）県や他の市町村、民間事業者等との連携により、デジタルポイント事業をより効率的に運営する体制の構築が計画・検討されているか。
	０・１・２・３


別紙３
デジタルポイント活用推進計画書
１　申請代表者
	名称
	

	担当者の職・氏名
	

	所在地
	

	連絡先
	TEL:　　　　　　　　　E-mail:


２　グループの構成員
	構成員
	役割分担

	
	

	
	

	
	

	
	


３　事業実施計画
（１）事業実施年度
	令和　　年度から令和　　年度まで


（２）事業費
	事業年度
	補助対象経費
	補助金額

	令和　　年度
	円
	円

	令和　　年度
	円
	円

	令和　　年度
	円
	円

	合計
	円
	円


※補助対象経費は税抜金額で記載すること。
（３）取組概要
	・地域の現状（これまでのデジタルポイントや商品券発行に関する取組など）
・本計画で取り組む内容（デジタル身分証アプリの活用方法、発行するポイントの概要、店舗確保の方法と見込み、アプリの普及・広報の計画、県や他市町村との協力体制等を記載すること）
・取組終了後におけるデジタル身分証アプリの活用予定



※事業の推進体制が分かる資料（役割等を記載した相関図等）を添付すること。

※アプリやシステムの概要及びポイントの運用スキームが分かる資料を添付すること。
（４）年度別計画
	事業年度
	具体的な取組内容

	令和　　年度
	

	令和　　年度
	

	令和　　年度
	


４　成果目標
（１）普及目標とするアプリ
	種別
	デジタル身分証アプリ・市町村独自アプリ（いずれかを選択する）

	アプリの名称
	

	・市町村独自アプリの場合は、主要な機能と開発の状況または予定を記載すること



（２）目標値

	項目
	①アプリ登録者数
	②市町村人口
	アプリ普及率
（①／②）
	利用店舗数

	基準年（事業開始前）
	名
	名
	%
	店舗

	初年度終了時
	名
	名
	%
	店舗

	２年目終了時
	名
	名
	%
	店舗

	事業完了（３年目終了）時
	名
	名
	%
	店舗


※事業完了時のアプリ普及率が事業開始時点から15%以上増加するよう、目標を設定すること。
※基準年の人口は、住民基本台帳人口及び世帯数（県統計課）の申請前年度末の数値を引用すること。
※初年度以降の人口は、推定値を記載すること。
※アプリ普及率は小数点以下第二位を四捨五入し、小数点以下第一位まで記載すること。
（３）事業費の詳細
	年度
	事業実施主体
	事業内容・単価・数量
	事業費
	県補助金額

	令和　年度
（初年度）
	
	
	円
	円

	
	
	
	円
	円

	
	
	
	円
	円

	
	
	
	円
	円

	令和　年度
（２年目）
	
	
	円
	円

	
	
	
	円
	円

	
	
	
	円
	円

	
	
	
	円
	円

	令和　年度
（３年目）
	
	
	円
	円

	
	
	
	円
	円

	
	
	
	円
	円

	
	
	
	円
	円


※事業実施主体には、デジタルポイント活用推進事業費補助金を申請する構成員を記載する。
※事業費は税抜金額を記載すること。
別紙４
誓約書

　□　当社

　□　当組織

　は、下記１及び２のいずれにも該当せず、将来においても該当しないことを誓約します。

　この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、当方が不利益を被ることとなっても、異議は一切申し立てません。

　また、貴職において必要と判断した場合に、別紙「役員等名簿」により提出する当方の個人情報を警察に提供することについて同意します。

記

１　補助事業者として不適当な者

（１）暴力団（暴力団排除条例（平成２２年宮城県条例第６７号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力団員等（同条例第２条第４号に規定する暴力団員等をいう。以下同じ。）であるとき

（２）事業者（暴力団排除条例第２条第７号に規定する事業者をいう。以下同じ。）の役員等（個人である場合はその者、法人その他の団体である場合は役員（業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者をいい、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、当該団体に対し業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者と同等以上の支配力を有するものと認められる者を含む。)をいう。以下同じ。）が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員等を利用するなどしているとき

（３）事業者の役員等が、暴力団又は暴力団員等に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与しているとき

（４）事業者の役員等が、暴力団又は暴力団員等であることを知りながらこれを不当に利用するなどしているとき
（５）事業者の役員等が、暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有しているとき

２　補助事業者の相手方として不適当な行為をする者

（１）暴力的な要求行為を行う者
（２）法的な責任を超えた不当な要求行為を行う者

（３）取引に関して脅迫的な言動をし、又は暴力を用いる行為を行う者

（４）偽計又は威力を用いて補助事業を担当する県職員等の業務を妨害する行為を行う者

（５）その他前各号に準ずる行為を行う者

　　宮城県知事　　　　　　　殿

　　　　　　年　　月　　日

住所（又は所在地）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
団体（組織）名及び代表者名　　　　　　　　　　　　　　　

※　添付書類：役員等名簿
（別紙４関係　参考様式）
役員等名簿
１　団体・組織名　

２　名簿
	役職
	住所
	氏名
	生年月日

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


※必要に応じて行を追加すること。
※個人事業主の場合、事業主の住所、氏名、生年月日を記載すること。
別紙５
デジタルポイント活用推進計画　遂行状況報告書 （　　　年度）
  （文　書　番　号）　
　                                                              　年　月　日　
                            

申請代表者名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者氏名
１　取組実績
計画策定年度：　　年度　　目標年度：　　年度
	（１）推進計画に対する　　年度の実施状況及び次年度の対策

	

	（２）構成員ごとの取組内容

	構成員名
	取組内容

	
	

	
	

	
	

	
	


※取組内容を具体的に記載し、必要に応じて実施内容がわかる書類を添付すること。
※計画に対して進捗が遅れている場合は、原因分析と今後の対策を記載すること。
２　成果（事業計画に対する実績）
	項目
	アプリ登録者数
	市町村人口
	アプリ普及率
	利用店舗数

	基準年（事業開始前）
	名
	名
	%
	箇所

	初年度終了時
	計画
	名
	名
	%
	箇所

	初年度終了時
	実績
	名
	名
	%
	箇所

	２年目終了時
	計画
	名
	名
	%
	箇所

	２年目終了時
	実績
	名
	名
	%
	箇所

	事業完了時
	計画
	名
	名
	%
	箇所

	事業完了時
	実績
	名
	名
	%
	箇所


※計画に関する数値は、認定を受けた推進計画（別紙３）より転記すること。
※実績は、各年度における３月末時点の数値を記載すること。
